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平成 19 年 6 月 25 日 

各   位 

会 社 名 井関農機株式会社 

代表者名 取締役社長 中 野 弘 之 

(コード番号 6310 東証一部・大証一部) 

問合せ先 財 務 部 長 真 木 康 則 

ＴＥＬ （ 03 ）5604－7671 

 

(訂正)「平成 19 年 3 月期 決算短信」の一部訂正について 

 

平成 19 年 5 月 31 日に発表いたしました「平成 19 年 3 月期 決算短信」につきまして訂正を要す

る箇所がありましたので下記のとおり訂正いたします。なお、訂正箇所には下線を付しております。 

  

 

記 

 

1．連結財務諸表等（16 ページ） 

連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 

【 訂 正 前 】  

当 期 前 期

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

支 払 利 息 1,007 1,000 7

小                   計 2,580 7,683 △ 5,103

利 息 の 支 払 額 △ 1,018 △ 1,000 △ 18

営業活動によるキャッシュ・フロー 902 4,016 △ 3,114

( 以下略 )

( 中 略 )

( 中 略 )

( 中 略 )

( 中 略 )

自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日

(単位 百万円)

対  前  期
比較増減(△)

自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日

科      目

 
 

【 訂 正 後 】  

当 期 前 期

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

支 払 利 息 1,015 1,000 14

小                   計 2,587 7,683 △ 5,096

利 息 の 支 払 額 △ 1,025 △ 1,000 △ 25

営業活動によるキャッシュ・フロー 902 4,016 △ 3,114

( 以下略 )

( 中 略 )

( 中 略 )

( 中 略 )

( 中 略 )

自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日

(単位 百万円)

対  前  期
比較増減(△)

自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日

科      目
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2．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（17 ページ） 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

【 訂 正 前 】  

連結子会社のうち、(株)ヰセキ北海道ほか１８社の販売会社及び井関農機(常州)有限公司の決算日は

１２月３１日、(株)井関松山製造所ほか１３社の決算日は３月３１日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の決算財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については連結上必要な調整を行っております。 

 
【 訂 正 後 】  

連結子会社のうち、(株)ヰセキ北海道ほか１９社の決算日は１２月３１日、(株)井関松山製造所ほか

１３社の決算日は３月３１日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の決算財務諸表を使用しており、連結決算日との間に生

じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。 
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3．注記事項（23 ページ） 

( 有 価 証 券 関 係 ) 

【 訂 正 前 】  

3.時価評価されていない主な有価証券            （単位 百万円） 

当期(平成19年3月31日現在) 前期(平成18年3月31日現在) 
区 分 

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

（1）満期保有目的の債券  

割 引 金 融 債 23  6   

（2）その他有価証券  

非 上 場 株 式 1,332  1,332   

 

【 訂 正 後 】  

3.時価評価されていない主な有価証券            （単位 百万円） 

当期(平成19年3月31日現在) 前期(平成18年3月31日現在) 
区 分 

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

（1）満期保有目的の債券  

割 引 金 融 債 23  6   

（2）その他有価証券  

非 上 場 株 式 1,326  1,332   

 



― 4 ― 

4．生産、受注及び販売の状況（26 ページ） 

生 産 、 受 注 及 び 販 売 の 状 況 

【 訂 正 前 】  

3.商品別販売実績 

（1）合  計                                     （単位 百万円） 

当 期 前 期 

自 平成 18 年 4月 1日 
至 平成 19 年 3月31日 

自 平成 17 年 4月 1日 
至 平成 18 年 3月31日 

対前期比較増減(△) 
内 訳 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

 ％ ％  ％

整 地 用 機 械 44,641 29.0 48,478 30.0 △ 3,837  △ 7.9

栽 培 用 機 械 11,755 7.7 11,742 7.3 13  0.1

収 穫 調 製 用 機 械 29,671 19.3 32,704 20.2 △ 3,033  △ 9.3

作業機・補修用部品 30,798 20.0 31,614 19.5 △  815  △ 2.6

そ の 他 農 業 関 連 25,130 16.4 25,165 15.6 △   35  0.1

そ の 他 11,732 7.6 12,037 7.4 △   305  △ 2.5

合 計 153,728 100 161,744 100 △ 8,015  △ 5.0

 

【 訂 正 後 】  

3.商品別販売実績 

（1）合  計                                     （単位 百万円） 

当 期 前 期 

自 平成 18 年 4月 1日 
至 平成 19 年 3月31日 

自 平成 17 年 4月 1日 
至 平成 18 年 3月31日 

対前期比較増減(△) 
内 訳 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

 ％ ％  ％

整 地 用 機 械 44,641 29.0 48,478 30.0 △ 3,837  △ 7.9

栽 培 用 機 械 11,755 7.7 11,742 7.3 13  0.1

収 穫 調 製 用 機 械 29,671 19.3 32,704 20.2 △ 3,033  △ 9.3

作業機・補修用部品 30,798 20.0 31,614 19.5 △  815  △ 2.6

そ の 他 農 業 関 連 25,130 16.4 25,165 15.6 △   35  △ 0.1

そ の 他 11,732 7.6 12,037 7.4 △   305  △ 2.5

合 計 153,728 100 161,744 100 △ 8,015  △ 5.0
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5．重要な会計方針の変更（35 ページ） 

重要な会計方針の変更 

【 訂 正 前 】  

（投資損失引当金） 

当期から関係会社等への投資に対する損失に備えるため、新たに投資損失引当金を計上しております。これは、

関係会社株式の実質価額が取得価額に対して５０％以上の下落はしていないものの、取得価額まで回復するには

長い期間が必要と判断した株式に対して引当計上を行ったものです。この変更に伴い、従来の方法によった場合

と比較して、税引前当期純損失が954百万円多く計上されております。 

なお、当該会計方針の変更が当期末に行なわれたのは、製造子会社において不適切な会計処理が発覚したため、

グループ各社の将来収益の実現性を再検討したうえで、より確実な回復可能性に基づいて処理した結果でありま

す。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平成17年12

月9日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、50,075百万円であります。 

なお、当期末における貸借対照表の純資産の部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。 

 

【 訂 正 後 】  

（投資損失引当金） ･･････ 削 除 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平成17年12

月9日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、50,075百万円であります。 

なお、当期末における貸借対照表の純資産の部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。 

以 上 


